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論文内容の要旨 

 
申請者 Camille Cosson 氏の論文 « Lessons learned from the 3.11 Disaster: A study on 

Architects' Involvements towards Urban Resilience and Community-Friendly Housing » は、

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災からの復興への建築家の関与の実態を精査して、日本の建築や

都市計画が 3・11 から得たものを検討するもので、総序と、第 1 章と第 2 章の第 1 部、第 3 章と

第 4 章の第 2 部、第 5 章から第 7 章までの第 3 部、それと総結、そして ANNEX がつくという構

成の、英文で書かれた総頁数 345 の論文である。 
 総序では、東日本大震災が投げかけた建築家と建築、あるいは都市の問題に触発された研究の

背景と動機が記され、研究目的として、災害が建築家、建築、都市、あるいは建設活動に及ぼし

た影響と作用、建築や都市に関して災害が明らかにする事柄、そしてそれらと将来の社会との関

係を明らかにすることが提示される。全体を通して、日本と、申請者の出身国であるフランスの、

主として欧語の雑誌や記事、論文などの文書資料の分析と、宮城と熊本の実際の復興現場の現地

踏査の事例研究の二つを柱とする研究方法についての説明の後、この方法の正当性と限界、本論

文の内包と外延についても述べられる。 
 第 1 部（50 頁）は、3・11 に対する建築家たちの反応・行動を、主として雑誌などのメディア

に現れた記事、論文等を分析対象として、言説と実際の関与の双方から、そしてフランスと日本

の状況の比較も交えて検討する。第 1 章では、日仏で大きく異なるメディアの取り上げ方を検討

し、いわゆるスター・アーキテクトたちの耳目を集めた言動とともに、3・11 前後における日本の

都市構造に関する言説が「関係性」を巡って展開していることを指摘し、3・11 復興事業や計画

に、Resilience な次元で検討が可能な質を与えたことを看破する。第 2 章は、実際にどのような

建築家たちの活動があったのかが、第 1 章での「関係性」の視点を得て、ArchiAid のような建築

家と地域住民たちのネットワーク活動に力点を置いて観察・記述される。結果、第 1 部は、地域

に根ざしたネットワークによる参加型の日本的利点と、こうしたネットワークの社会的責務や行
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動から建築家は逃れ得ないことを説く。 
 第 2 部（47 頁）は、第 1 部での建築家たちの活動の多くが都市計画次元での提案を持つことを

受けて、都市計画レベルでの 3・11 復興を検討する。既に第 1 章に Resilience という概念への言

及があるが、第 3 章ではまず Resilience の定義を、国連をはじめとする世界的動向の文脈で吟味

して、工学技術的 resilience とエコロジカルな resilience の二種類を抽出し、東北の復興計画の

都市計画レベルでの特質をこの二種の Resilience を参照しつつ考察する。第 4 章では、Resilience
の概念の日本特有の曖昧な理解のされかたが故に、やはり同様に曖昧な概念である「復興」と「復

旧」の中に、Resilience 的性格が読み取れることを、現地踏査を実施した女川町を具体的事例と

して詳細に検討する。「女川町復興計画」、そしてその影響のもとに策定された熊本県の「宇土市

震災復興計画」の、やはり現地での調査をもとにした事例分析から、第 4 章は、国際的な動向で

ある Urban resilience - Building Back Better の中に女川町と宇土市の「復興・復旧」を位置づ

け、Resilience と地域ネットワークの都市計画の新たなモデルへの方向性の兆候を読み取る。 
 第 3 部（94 頁）は、3・11 後の東北での復興住宅を中心とした住宅建設の実態を、やはり熊本

での復興住宅の例も交えながら、取材した実例の具体的な類型別例示とその分析を通して検討す

る。第 5 章では、建築家も交えた地域コミュニティを基盤とした木造の応急住宅のプロジェクト

を東北と熊本に取材し、また ArchiAid の、コレクティヴに作られたモデル住宅にも目を向ける。

第 6 章は、復興住宅の建築としてのイメージの問題を日仏の一般人へのアンケートを通して分析

し、復興住宅の建築意匠の質の問題を考察する。東北の岩沼の集合住宅と熊本の宇土の高齢者向

けの災害公営住宅のケーススタディである第 7 章は、特に、これらの配置計画や事業経緯を、環

境への優しさ、バリア・フリー、そして住民のコミュニティーの観点から分析を行い、東北と熊

本のこれら災害復興住宅や災害公営住宅の新しいあり方のモデルとしての可能性を指摘する。 
 総結では、以上の建築家、都市計画、住空間の三つの観点から得られた知見を総括し、3・11 か

らの復興における、建築家個々人よりも、専門家も関与する自治体や、さまざまな団体、グルー

プ、一般生活者たちのネットワークが重要であること、復興計画や復興住宅に指摘できる

Resilience 的性格、復興住宅に見る新しい住宅のモデルの可能性を指摘する。そしてこれらが災

害の復興という文脈での意義に留まらず、特に日本における建築や都市、住空間の本質的な意味

を照射する知見であることの示唆も結論の一部とする。 
 

論文審査の結果の要旨 

 

本論文は、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災からの復興への建築家の関与の実態を精査して、

日本の建築や都市計画が 3・11 から得たものを検討する。東北における復興事業の実態と意義を、

建築家の関与と Resilience という軸で、建築家、都市計画、住空間の三つの観点から、言説と現

地の調査・分析を通じて考察している。 
 震災後の復興の状況を、建築・都市計画・住宅計画の面でルポルタージュし、現時点での信頼

に足る一つのドキュメンテーションとしての欧米に向けての情報発信も、当初より研究目的に掲

げている。国際学術誌に以下の５編の査読付き論文が既に掲載されており、この目的は一定の学

術的質を保持して達成された。欧米の学術誌で 3・11 復興の建築的な実態を報ずる論文を掲載す

るものは多くはなく、この点での本研究の国際貢献度と資料性は高いと判断される。 
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 論文第 1 部が扱う建築家の問題も、頁を追う毎に作家としての問題ではなく、地域住民のネッ

トワークやコミュニティーの問題の中に回収されて議論され、事業の実施過程や成立した住空間

の重要性を人やモノ・コトの繋がりや関係性に見る日本独特のあり方の中で、復興住宅計画や都

市計画を検討する論の運びは秀逸である。我々にとっても学ぶところが多い。また近年各方面で

言及されることの多い Resilience の概念についても、第 2 部において、国際的文脈での検討を経

て、曖昧さを伴った日本での概念として、繋がりや関係性、ネットワークといった考えと親和性

の高い語として再定義し、論文全体にわたって、実例検討や分析、解釈における評価軸の通奏低

音としたのも、3・11 復興事業が我々にもたらしたものの新たな理解の仕方として評価できる。 
 本論文の白眉は第 3 部の東北と熊本の復興事業の実例研究である。第 1 部の議論が評価した地

域ネットワークや、第 2 部で日本的に再定義された Resilience などを観察・分析の道具として、

現地で取材・調査した実例が精緻に観察・記述・分析・解釈され、復興事業のマネージメントや

住空間のあり方の新しいモデルとしての可能性が指摘される。論をここまで読み進めてきた者に

は、この主張は一定の説得力を持つ。 
 最後に、本論文が復興に見てきた種々の特質は、災害復興としての意義に留まらず、日本の建

築や都市、住空間の本質に直結する可能性のあるものだと論ずる。海外からの炯眼がもたらした

評価できる説である。 
 なお本論文の一部は、公聴会の時点で、以下の 5 編の査読付き単著論文として国際学術誌に公

表されている。 
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